
２ 職員の勤務条件等について 
⑴ 職員の勤務時間 

ア 職員の勤務時間（標準） 
１週間の正規の

勤務時間 

１日の正規の勤

務時間 
開始時刻 終了時刻 休憩時間 休息時間 

38 時間 45分 ７時間 45分 8:30 17:15 12:00～13:00 
 

 

（参考） 職員の勤務時間に関する条例（昭和27年島根県条例第９号）、職員の勤務時間に関する規則（平成元年島根県人事委員会 

規則第５号）、職員の勤務時間に関する規程（平成元年島根県訓令第５号）及び職員の勤務時間に関する規程（平成４年島根県教育

委員会訓令第５号）（知事部局等、教育委員会、警察本部） 

イ 休暇の概要 

種 類 概                要 

年次有給休暇 

１年（※暦年）につき 20日 

年末に年次有給休暇の使用残日数があるときは、20 日を限度として翌年に繰り越すことが

できる。 

公務傷病等休暇 
職員が公務上又は通勤により負傷し、疾病にかかった場合において任命権者が療養を必要

と認めたときは、その療養期間中は有給休暇 

私傷病休暇 

職員が負傷し、又は疾病にかかった場合において、任命権者が療養を必要と認めたときは、

結核性疾患１年、人事委員会規則で定める特定の疾患 180 日、その他の疾患 90日の期間は有

給休暇 

夏季休暇 ６月から 10月までの間に４日以内 

生理休暇 生理日の就業が著しく困難な職員は、２日を超えない範囲内で生理休暇の取得が可能 

産前産後休暇 

産前：８週間（多胎妊娠の場合にあっては、14 週間）以内に出産する予定である女子職員が

請求した場合 → 出産の日までの請求した期間 

産後：女子職員が出産した場合 → 出産日の翌日から８週間を経過する日までの期間 

慶弔休暇 
本人の結婚：７日以内 妻の出産：３日以内 忌引：配偶者 10日以内、父母７日以内（血族）

等 父母、配偶者及び子の祭日：年各々１日 

介護休暇 

職員が、親族で負傷、疾病又は老齢により２週間以上にわたり日常生活を営むのに支障が

ある者の介護をするため、介護を要する一の継続する状態ごとに、３回を超えず、かつ、通

算して６月を超えない範囲内で指定する期間内において必要と認められる期間で介護休暇を

受けることができる。休暇期間中の給与は減額 

介護時間 
 介護を必要とする一の継続する状態ごとに、連続する３年の期間内において、１日につき

２時間を超えない範囲内で取得可能 

特別休暇 
特別休暇は、風水震火災その他の天災地変による職員の現住居の滅失又は破壊、生後３年

に達しない子を育てる場合（育児時間）等、特定の事由がある場合に限って与える 

 （参考） 職員の休日及び休暇に関する条例（昭和27年島根県条例第10号）、職員の休日及び休暇に関する規則（昭和27年島根県 

人事委員会規則第４号）、島根県企業局職員就業規程（昭和48年公営企業管理規程第２号）、島根県病院局職員就業規程（平成19 

年島根県病院局管理規程第８号）、県立高等学校等の教育職員の休日及び休暇に関する条例（昭和31年島根県条例第36号）及び県

立高等学校等の教育職員の休日及び休暇に関する規則（昭和31年島根県人事委員会規則第11号） 

ウ 特別休暇の種類（主なもの） 

⑵ 職員の分限及び懲戒処分の状況 
（注）各項目のうち教育委員会の数値については、県費負担教職員を含むもの 

ア 分限処分者数 

 知事部局等 

処分の種類 

処分事由 
降 任 免 職 休 職 降 給 合 計 失職 

勤務実績がよくない場合 

（地公法第 28条第 1項第 1号） 
0 0 0 0 0 

 

心身の故障の場合 

（地公法第 28条第 1項第 2号） 

（地公法第 28条第 2項第 1号） 

0 0 99 0 99 

 

職に必要な適格性を欠く場合 

（地公法第 28条第 1項第 3号） 
0 0 0 0 0 

 

種  類 付与日数 

骨髄提供のための休暇 必要と認める期間 

ボランティア休暇 ５日以内 

育児時間 
満１歳まで１日 120 分以内、満１歳～３歳まで 60分以内（30分を単位

として２回に分けて取得可） 

男性職員の育児参加のための休暇 ５日以内 

子の看護のための休暇 
５日以内（中学校就学の始期に達するまでの子を複数養育する場合は

10日以内） 

短期の介護休暇 ５日以内(要介護者が 2人以上の場合は、10日以内) 

妊娠障害（つわり） １０日以内 



その他 0 0 0 0 0 
 

合 計 0 0 99 0 99  

地公法第 28条第４項による失職      0 

 教育委員会 

処分の種類 

処分事由 
降 任 免 職 休 職 降 給 合 計 失職 

勤務実績がよくない場合 

（地公法第 28条第 1項第 1号） 
0 0 0 0 0 

 

心身の故障の場合 

（地公法第 28条第 1項第 2号） 

（地公法第 28条第 2項第 1号） 

0 0 109 0 109 

 

職に必要な適格性を欠く場合 

（地公法第 28条第 1項第 3号） 
0 0 0 0 0 

 

その他 0 0 1 0 1 
 

合 計 0 0 110 0 110 
 

 

地公法第 28条第４項による失職      0 

警察本部 

処分の種類 

処分事由 
降 任 免 職 休 職 降 給 合 計 失職 

勤務実績がよくない場合 

（地公法第 28条第 1項第 1号） 
0 0 0 0 0 

 

心身の故障の場合 

（地公法第 28条第 1項第 2号） 

（地公法第 28条第 2項第 1号） 

0 0 18 0 18 

 

職に必要な適格性を欠く場合 

（地公法第 28条第 1項第 3号） 
0 0 0 0 0 

 

その他 0 0 0 0 0 
 

合 計 0 0 18 0 18 
 

 

地公法第 28条第４項による失職      0 

イ 懲戒処分者数 

 知事部局等 

処分の種類 

処分事由 
戒 告 減 給 停 職 免 職 合 計 

法令に違反した場合 

（地公法第 29条第 1項第 1号） 
0 0 0 0 0 

職務上の義務に違反し又は職務を怠

った場合 

（地公法第 29条第 1項第 2号） 

0 1 0 0 1 

全体の奉仕者たるにふさわしくない

非行のあった場合 

（地公法第 29条第 1項第 3号） 

0 0 0 0 0 

合 計 0 1 0 0 1 

 教育委員会 

処分の種類 

処分事由 
戒 告 減 給 停 職 免 職 合 計 

法令に違反した場合 

（地公法第 29条第 1項第 1号） 
0 1 1 3 5 

職務上の義務に違反し又は職務を怠

った場合 

（地公法第 29条第 1項第 2号） 

0 0 0 0 0 

全体の奉仕者たるにふさわしくない 0 0 0 0 0 



非行のあった場合 

（地公法第 29条第 1項第 3号） 

合 計 0 1 1 3 5 

 警察本部 

処分の種類 

処分事由 
戒 告 減 給 停 職 免 職 合 計 

法令に違反した場合 

（地公法第 29条第 1項第 1号） 
0 1 0 1 2 

職務上の義務に違反し又は職務を怠

った場合 

（地公法第 29条第 1項第 2号） 

1 0 0 0 1 

全体の奉仕者たるにふさわしくない

非行のあった場合 

（地公法第 29条第 1項第 3号） 

0 0 0 0 0 

合 計 1 1 0 1 3 

⑶ 職員の服務の状況 

ア 職員の年次有給休暇の取得状況 

区 分 
総取得日数 

 a（日） 

全対象職員数 

 b（人） 

平均取得日数 

a/b（日） 

知事部局等 49,084 4,253 11.5 

教育委員会 33,862 2,867 11.8 

警 察 本 部 22,553 1,680 13.4 

合      計 105,499 8,800 12.0 
 （注）対象期間：暦年（令和４年１月１日～令和４年 12 月 31 日） 

イ 育児休業等の取得状況 

区  分 
育児休業 

取得者数 

部分休業 

取得者数 

育児短時間 

勤務取得者数 

知事部局等 
男性職員 59 0 2 

女性職員 90 64 18 

教育委員会 
男性職員 18 0 0 

女性職員 131 7 3 

警 察 本 部 
男性職員 24 0 0 

女性職員 13 0 0 

計 335 71 23 

（注）令和４年度に新たに取得した者の数。 

（注）各項目のうち教育委員会の数値については、県費負担教職員を含むもの 

ウ 介護休暇の取得状況 

 
介護休暇 

取得者数 

知事部局等 
男性職員 2 

女性職員 4 

教育委員会 
男性職員 0 

女性職員 3 

警 察 本 部 
男性職員 0 

女性職員 0 

 計 9 

 

  

介護休暇承認期間 

１月以下 
１月超え 

２月以下 

２月超え 

３月以下 

３月超え 

４月以下 

４月超え 

５月以下 
５月超え 

知事部局等 
男性職員 1 0 1 0 0 0 

女性職員 2 2 0 0 0 0 

教育委員会 
男性職員 0 0 0 0 0 0 

女性職員 0 1 0 0 0 2 

警 察 本 部 
男性職員 0 0 0 0 0 0 

女性職員 0 0 0 0 0 0 

 計 3 3 1 0 0 2 
  （注）各項目のうち教育委員会の数値については、県費負担教職員を含むもの 

 

 



エ 自己啓発休業・修学部分休業の取得状況 

 
自己啓発休業 

取得者数 

修学部分休業 

取得者数 

知事部局等 
男性職員 0 0 

女性職員 0 1 

教育委員会 
男性職員 0 0 

女性職員 0 0 

警 察 本 部 
男性職員 0 0 

女性職員 0 0 

 計 0 1 

  （注）各項目のうち教育委員会の数値については、県費負担教職員を含むもの 

⑷  職員の研修及び人事評価の状況 

ア 研修の状況 

一般職員（自治研修所） 

研修名等 研修回数 研修日数 受講者数 備  考 

新規採用職員 9 30 461 市町村職員含む。 

一般職員第Ⅰ課程 8 16 276 市町村職員含む。 

一般職員第Ⅱ課程 7 14 236 市町村職員含む。 

中堅職員 6 12 219 市町村職員含む。R3延期分含む。 

管理監督者第Ⅰ課程（旧

新任係長） 
5 10 152 市町村職員対象 

新任企画員 2 4 54  

新任ＧＬ 8 12 134  

管理監督者第Ⅱ課程（旧

新任課長補佐） 
3 6 126 市町村職員対象 

新任課長 7 13 199 市町村職員含む。 

選択研修 31 31 803 

全 15 講座 30 開催 

市町村職員含む。 

※日数及び回数には、オンラインを含まない。 

 教育職員（教育センター） 

研修名等 研修回数 研修日数 受講者数 備  考 

初任者 41 67 1,374 
教諭、養護教諭、栄養教諭、幼稚園教諭、学校

事務職員、実習教員 

経験者 43 56 1,308 6 年目研修、11年目研修 

管理職 16 26 1,238 
校長（新任、2年目） 

教頭・副校長（新任、2・3年目） 

職務 47 71 2,815 特別支援教育専任教員研修、教務主任研修等 

テーマ研修 54 78 2,116 キャリア教育研修、体育科実技研修等 

能力開発 54 60 1,114 教科等、生徒指導等、情報教育 

出前講座 150 150 2,091 
教育課題、教科等、情報教育、教育相談、特別

支援教育等 
 （注）対象：小学校、中学校、高等学校、特別支援学校、幼稚園 

 警察職員（警察学校） 

研修名等 研修回数 研修日数 受講者数 備  考 

初任科 2 484 53 短期課程（6月）、長期課程（10月） 

一般職員初任科 1 25 17 一般職員対象 

初任補修科 2 143 43 短期課程（2月）、長期課程（3月） 

警部補・巡査部長等任用科 4 46 22 警部補、巡査部長、係長、主任各１回 

部門別任用科 4 76 42 生活安全、刑事、交通、警備 

専科（業務に直結） 27 174 230 交通事故事件捜査、被害者支援等 

イ 人事評価の状況 

区  分 項   目 評定回数 評定時期 評定対象者数 

知事部局等 
人事評価（病院局医療職等を除く） ２ 4 年 9月、5年 3月 3,645 人 

人事評価（病院局医療職等） 1 5 年 9月 1,085 人 

教育委員会 

人事評価（事務局等職員） ２ 4 年 9月、5年 3月 621 人 

勤務評価（県立学校教育職員） １ 5 年 2月 2,011 人 

勤務評価（市町村立学校教職員） １ 5 年 2月 4,454 人 

警   察 人事評価 ２ 4 年 9月、5年 3月 1,691 人 



⑸ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

ア 安全衛生管理体制 

  

選任状況 

 

 

 

 

区 分 

総括安全 

衛生管理者 
安全管理者 衛生管理者 

安全衛生 

推進者等 

選
任
す
べ
き 

事
業
場
数 

う
ち
選
任 

事
業
場
数 

選
任
す
べ
き 

事
業
場
数 

う
ち
選
任 

事
業
場
数 

選
任
す
べ
き 

事
業
場
数 

う
ち
選
任 

事
業
場
数 

選
任
者
数 

選
任
す
べ
き 

事
業
場
数 

う
ち
選
任 

事
業
場
数 

知事部局等 6 6 7 7 23 21 28 49 49 

教育委員会 0 0 0 0 38 38 39 25 25 

警 察 本 部 0 0 0 0 8 8 12 5 5 

 

  

選任状況 

 

 

 

 

区 分 

産  業  医 
委  員  会 

衛生委員会 安全委員会 左
の
う
ち
、
安
全
衛
生

委
員
会
と
し
て
設
置

し
て
い
る
事
業
場
数 

選
任
す
べ
き 

事
業
場
数 

う
ち
選
任 

事
業
場
数 

選
任
者
数 

実
選
任
者
数 

設
置
す
べ
き 

事
業
場
数 

う
ち
設
置 

事
業
場
数 

設
置
す
べ
き 

事
業
場
数 

う
ち
選
任 

事
業
場
数 

知事部局等 23 23 23 16 23 23 7 7 7 

教育委員会 38 37 37 37 38 38 0 0 0 

警 察 本 部 8 8 10 9 8 8 0 0 0 

イ 職員のための福利厚生活動事業費 

知事部局等 

事業名 事業の概要・目的 
決算額 

（千円） 

職員会館管理・運営事業 
職員が健康づくりや文化的教養を高める施設として、職員

会館の管理・運営を行った。 
13,033 

労働安全・衛生事務 

職員が職場で安全で健康に働けるようにするため、安全衛

生委員会の開催や、安全管理者、衛生管理者、産業医の設置

等を行った。 

9,534 

健康相談・指導事務 
職員が身体の疾病を予防し、健康の保持、増進に関して適

切なアドバイスが受けられるように健康相談等を実施した。 
26 

メンタルヘルス対策事業 

精神疾患の予防や病気、医療に関して適切なアドバイスが

受けられるようにストレスチェック制度、職員相談、専門相

談、研修等を実施した。また、令和４年度は、新たにメンタ

ルヘルス対策強化事業として、ストレスチェック結果詳細分

析や若手職員のこころの健康実態調査による現状把握のほ

か、高ストレス職場への助言面接等を実施した。 

24,088 

健康診断事業 

職員に対して、法定健康診断及び生活習慣病対策としての

各種健康診断を実施した。また、健康管理システムを運用し、

職員の健康管理の効率化を図った。 

52,465 

被服貸与費 
島根県職員被服等貸与規程に基づき職員に被服（作業衣、

白衣等）を貸与した。 
5,517 

合  計  104,663 

教育委員会 

事業名 事業の概要・目的 
決算額 

（千円） 

労働安全･衛生推進事務 

職場の環境改善や教職員の健康管理を徹底するため、衛生

委員会の開催や衛生管理者・産業医を配置、またそれに伴う

研修等を行った。 

2,631 

メンタルヘルス対策事業 

教職員が心の健康についての理解を深め、予防と早期の対

処を行えるようストレスチェックの実施、専門相談や研修会

等を実施した。 

12,707 

健康診断事業 
教職員の疾病の早期発見や予防に努め、心身ともに健康で

働くことができるよう、各種法定健康診断等を実施した。 
45,935 



合  計  61,273 

 警察本部 

事業名 事業の概要・目的 
決算額 

（千円） 

労働安全・衛生事務 
職員が職場で安全で健康に働けるようにするため、安全衛

生委員会の開催や、衛生管理者・産業医の配置等を行った。 
5,844 

健康相談・指導事務 

職員が身体の疾病を予防し、健康の保持、増進に関して適

切なアドバイスが受けられるように、健康相談・健康教育等

を実施した。 

509 

メンタルヘルス対策事業 

職員が心の健康についての理解を深め、精神疾患の予防や

病気、医療に関して適切なアドバイスが受けられるように健

康相談、研修、ストレスチェック制度、職場復帰支援制度等

を実施した。 

141 

生活支援事業 
職員が将来に向けて生活設計が立てられるようにライフプ

ランセミナーを実施した。 
623 

健康診断事業 
職員が健康に働くことができるように疾病予防や早期発

見・早期治療を目的とし、各種法定健康診断等を実施した。 
24,817 

合  計  31,934 

ウ 職員の健康診断の状況 

健康診断の種類 
知事部局等 教育委員会 警察本部 

対象者 受診者 対象者 受診者 対象者 受診者 

雇入時健康診断 277 277 308 308 70 70 

定期健康診断 2,405 2,405 2,709 2,429 1,195 1,195 

人間ドック 2,022 2,022 1,110 1,110 535 535 

エ 勤務条件に関する措置の要求の状況 

    令和４年度中において人事委員会からの勧告はなかった。 

オ 不利益処分に関する不服申立の状況 

    令和４年度中において人事委員会から是正の指示はなかった。 


